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Abstract: Many university students studying sports science are also athletes, and many of them want 
to become sports coaches. On the other hand, almost all university students studying pharmaceutical 
science will become pharmacists, and will be consulted by athletes about prohibited substances in medi-
cations in the future. It is very important for the students of both universities to acquire anti-doping 
(AD) knowledge.

The purpose of this study was to improve the AD education program at universities by determining 
the AD knowledge level of both types of university students and comparing the knowledge level 
between sports science and pharmaceutical science students. Study participants included 288 sports 
science (SS group) and 299 pharmaceutical science university students (PS group). A questionnaire 
survey on AD knowledge classified into eight categories was conducted among these students. AD 
knowledge score (ADKS) was calculated for each AD knowledge category.

The results showed that the total ADKS (T-ADKS) was significantly higher in the PS than the SS 
group. ADKS for the three categories of AD ethics and rules, doping control and AD rule violations, and 
sanctions for AD rule violations was relatively high in both groups, while ADKS for the five categories 
of prohibited list, methods of checking medications, drugs containing prohibited substances, risk of 
dietary supplements, and importance of consulting a physician and therapeutic use exemptions was 
low in both groups. T-ADKS was not significantly different between students who did and did not 
belong to sports clubs in both groups, and also between students who did and did not exercise 
regularly in both groups.

These results revealed that the total AD knowledge level of the PS group was superior to that of the 
SS group, although the five categories of AD knowledge were insufficient in both groups. Our results 
suggest that it is necessary for all students at both universities to attend a lecture series on AD education 
based on each university’s curriculum, to improve AD knowledge level.

要旨： 体育系大学生の多くは，現役の競技者であり，将来スポーツ指導者の道に進む者も多い。一方，
薬学系大学生は，将来，薬剤師となり，競技者から薬に関する相談を受けることもある。両者とも，ア
ンチ・ドーピングの知識を習得することは非常に重要である。
本研究では，体育系および薬学系大学生が，どの程度のアンチ・ドーピングの知識を有しているかを
調査し，比較することで，大学におけるアンチ・ドーピング教育プログラムを改善していくことを目的
とした。体育系大学生 288名（SS群），薬学系大学生 299名（PS群）を対象に，8つに分類されたアン
チ・ドーピングの知識についてのアンケートを実施し，アンチ・ドーピングの各カテゴリーごとにアン
チ・ドーピング知識スコア（ADKS）を算出した。
その結果，8つのカテゴリーの ADKSの合計（T-ADKS）は，PS群の方が SS群よりも有意に高値で

あった。一方，カテゴリー別では，「アンチ・ドーピングの倫理 ･ルール」，「ドーピング検査 ･ドーピ
ング違反」，および「ドーピング違反に対する制裁措置」の 3つのカテゴリーの各 ADKSは，両群とも
比較的高かったが，「禁止表国際基準」，「薬の調べ方」，「禁止物質を含む薬」，「医師への相談 ･TUE」，
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等学校学習指導要領の保健体育の体育理論 6)に，「オ
リンピックムーブメントとドーピング」が加わり，令
和 4年度入学生からは 7)，スポーツの価値とドーピン
グ防止に重点を置いて扱うことになっていることか
ら，体育教員にとってもアンチ・ドーピングの知識は
必須であると考えられる。しかし，現状では体育系大
学内で十分なアンチ・ドーピング教育が行われている
とは言い難い。
一方，薬学系大学の学生は，将来，薬剤師となり，
患者から薬の相談を受け，情報提供を行うが，患者の
中には当然，アスリートも含まれる。2009年からはス
ポーツやアンチ・ドーピングに関する詳しい知識を
持った薬剤師が認定される「公認スポーツファーマシス
ト認定制度」8)も始まった。薬学教育におけるアンチ・
ドーピングの重要性は増してきており，「薬学教育モ
デル ･コアカリキュラム」9)にも「F．薬学臨床 地域保
健への参画」の中に，「アンチ・ドーピング活動」が加
わり，薬剤師国家試験にもアンチ・ドーピング関連の
問題が出題されている 10)11)。しかし，コアカリキュラ
ムに占めるアンチ・ドーピングの割合は極めて小さい
ことから，多くの薬学系大学では，体育系大学と同様
に，アンチ・ドーピングに関する教育は十分に行われ
ていないのが現状である。
大学生に対するアンチ・ドーピングに関する調査研
究は，大学生アスリートを対象にしたものが比較的多
く，スポーツとフェアやスポーツにおけるインフルエ
ンサーについて 4)，サプリメントの使用状況 12)，ドーピ
ング検査やアンチ・ドーピングの教育経験と知識スコ
アの関係 13)などの報告がある。また，アスリートでは
ない大学生も含んだ集団を対象とした調査研究として
は，体育系大学学生のドーピングに関する意識 14)15)，ア
ンチ・ドーピングの授業前後でテストを行って理解度
を評価 16)，全国大会出場アスリートを含む一般の大学

緒　　言

日本は，諸外国 1)と比べて，アンチ・ドーピング規
則違反（以下，ドーピング違反）が少なく，年間数件
程度である 2)。しかし，年間の違反件数は少ないなが
らも，ここ数年，大学生の違反事例の比率が上がって
きており，2017年度は 6件中 3件を大学生アスリート
が占めた 3)。この 3件は，サプリメントに混入してい
た興奮薬による違反，病院から処方された薬に含まれ
ていた蛋白同化薬による違反，および治療使用特例
（以下，TUE）の期限切れによる違反であった。いずれ
も意図的ではないことから，あらかじめアンチ・ドー
ピングの正確な知識があれば予防できていた可能性が
高い。
体育系大学は，一般の大学とは異なり，学生の多く
は現役のアスリートであり，ドーピング検査が頻繁に
行われる全国大会や国際大会に出場する者もいる。近
年は，国民体育大会や大学選手権（インカレ）の多く
の大会でもドーピング検査が行われるようになり，検
査を受ける可能性のある学生は，大幅に増えてきてい
る。ドーピング検査が実施される大会に出場する大学
生アスリートにとっては，アンチ・ドーピングは喫緊
の課題である。また，体育系大学には，将来，体育教
員やスポーツの指導者を目指す者も多い。アスリート
として影響を受けた人を調べた研究 4)によると，中学・
高校時代に影響を受けた人として，「学校の教員（部活
動の顧問）」や「クラブや所属チームの指導者」が多
かったこと，また，ドーピング検査対象者となった柔
道選手に対する調査 5)でも，選手以外にアンチ・ドー
ピングの専門的知識を持つべき人として，「指導者」を
あげる選手が最も多く，次いで「学校教員」であった
ことからも，体育教員やスポーツ指導者の役割は大き
いと言える。加えて，平成 25年度入学生から施行の高

および「サプリメントのリスク」の 5つのカテゴリーの各 ADKSは，両群とも低かった。また，両群と
も，運動部加入者と非加入者，日常的に運動している者と運動していない者で，それぞれ T-ADKSに有
意差はなかった。
本研究の結果，総合的なアンチ・ドーピングの知識レベルは，PS群の方が SS群よりも優れていたが，
両群とも 5つのカテゴリーではアンチ・ドーピングの知識が十分ではないことが明らかとなった。体育
系および薬学系大学生がアンチ・ドーピングの知識レベルを向上させていくためには，すべての学生が，
大学のカリキュラムに基づいた授業科目としてアンチ・ドーピング教育を受ける必要があることが示唆
された。
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報の保護及び倫理的配慮の審査を受け，承認を得て実
施された（承認番号 018-H128号）。

（2）アンケート調査及び集計
アンケートは，日本アンチ・ドーピング機構（以下，

JADA）の教育教材 20)及び N体育大学のアンチ・ドー
ピングガイドブック 21)の内容を参考に，アンチ・ドー
ピングに関する基本的かつ重要な知識を抽出して，選
択式質問紙を作成し，クラスごとに教室内集合調査を
行った。
質問は「A．アンチ・ドーピングの倫理 ･ルール」，

「B．禁止表国際基準」，「C．ドーピング検査 ･ドーピ
ング違反」，「D．薬の調べ方」，「E．禁止物質を含む
薬」，「F．医師への相談･治療使用特例（以下，TUE）」，
「G．サプリメントのリスク」，及び「H．ドーピング
違反に対する制裁措置」の 8つのカテゴリーに分類さ
れた 25問とし，各問とも「1．よく知っている」，「2．
何となく知っている」，「3．あまり知らない」，及び
「4．まったく知らない」の 4つの回答から一つ選択す
る形式とした（表 2）。なお，薬学群に対しては，さら
に，スポーツファーマシストの資格取得希望に関する
質問を追加した。

8つのカテゴリーの全 25問の各問の回答結果につい
て，体育群と薬学群を比較した。そして，各問の回答
結果について，「1．よく知っている」を 3点，「2．何
となく知っている」，を 2点，「3．あまり知らない」を
1点，及び「4．まったく知らない」を 0としてカテゴ
リーごとに合計点を求め，アンチ・ドーピング知識ス
コア（Anti-doping knowledge score以下，ADKS）と
した。各カテゴリーのADKS及び 8つのカテゴリーの
ADKSの合計点（以下，T-ADKS）について，体育群
と薬学群を比較した。
さらに，体育群及び薬学群ごとに，加入群と非加入
群，及び運動群と非運動群について，それぞれ T-ADKS
を比較した。運動群については，運動継続年数と
T-ADKSの相関も調べた。

生のスポーツ観とドーピングへの意識 17)などの報告
がある。しかし，これらアンチ・ドーピングの調査研
究は，ドーピングやアンチ・ドーピングに対する「意
識」を中心に調査しているものが多い。意識調査に付
随して，市販薬，サプリメント，TUEなどのアンチ・
ドーピングの部分的な知識を報告した研究 18)19)はある
ものの，アンチ・ドーピングの「知識」を幅広く調査
し，「知っている」か「知らない」かについて報告し
た研究はあまりない。
ドーピングは良くないことであるという意識は重要
であるが，ドーピング違反を防ぐためには，アンチ・
ドーピングの実際的な知識が不可欠である。これま
で，ドーピング違反にならないための知識をカテゴ
リー別に分類して，その知識レベルを調査した研究は
ほとんどなく，さらに，体育系大学と薬学系大学の学
生は，ともにアンチ・ドーピングの知識を習得してお
かなければならない点で共通しているが，両者の知識
レベルを比較した調査研究は見当たらない。
このため，本研究では，体育系及び薬学系大学の学
生が，アンチ・ドーピングに関する実際的な知識をど
の程度有しているかを調査し，比較することで，体育
系及び薬学系大学におけるアンチ・ドーピング教育で
強調すべきカテゴリーや，その教育方法を明らかにす
ることを目的とした。

方　　法

（1）対象
対象は，N体育大学体育学部 2年次学生 2クラス計

288名（2年次学生 1180名のうちの 24.4％を占める）
（以下，体育群）及び T大学薬学部 2年次学生 2クラ
ス計 299名（2年次学生 317名のうちの 94.3％を占め
る）（以下，薬学群）の計 587名であった。さらに，体
育群及び薬学群ごとに，運動部加入者（以下，加入群）
と運動部非加入者（以下，非加入群），日常的に運動を
している者（以下，運動群）と運動していない者（以
下，非運動群）にそれぞれ分類した（表 1）。なお，本
研究は日本体育大学倫理審査委員会において，個人情

表 1　対象
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表 2　アンケートの質問項目
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と思うか」に対して，「必ず取るつもり」または「で
きれば取りたい」と回答していた薬学群は，51％で
あった（表 6）。

考　　察

（1）体育群及び薬学群のアンチ・ドーピングの知識に
ついて

本研究の結果，T-ADKSは，薬学群の方が体育群よ
りも有意に高値であったことから（表 4），薬学群の方
が総合的なアンチ・ドーピングの知識レベルは高かっ
たと考えられる。本研究の対象者は，体育群は，大学
入学後，アンチ・ドーピング講習会を受講したことが
ある者がほとんどおらず，アンチ・ドーピングを 1
テーマとして扱っている 2年次の講義科目「スポーツ
医学」もアンケート実施時点では未受講であった。こ
れに対して，薬学群は，1年次の導入科目の中の 1
テーマとしてアンチ・ドーピングに関する短時間の講
義を受けており，アンケート実施時点で約 1年が経過
していたものの，この受講が総合的な知識レベルに影
響した可能性が高い。室伏らは，大学生アスリートと
医学部学生のアンチ・ドーピングの知識を比較した研
究 22)の中で，医学部学生の方が大学生アスリートより
もアンチ・ドーピング知識得点が高かったと報告して
いる。対象が医学部学生であることから，本研究結果
と比較することは難しいが，アンチ・ドーピングには
医学 ･薬学に関係する知識が多数含まれていることか
ら，これら専門教育を 1年次から受ける医学部や薬学
部の学生は，基本的には教育プログラム上の優位性が
あると考えられる。
一方，カテゴリーごとの比較では，「A．アンチ・
ドーピングの倫理 ･ルール」，「C．ドーピング検査 ･
ドーピング違反」，および「H．ドーピング違反に対す
る制裁措置」の 3つのカテゴリーについては，体育群
と薬学群の ADKSに有意差はなく（表 4），両群とも
認知度（「知っている」または「何となく知っている」
と回答した者の割合の合計）が 50％以上の質問が多
かった（表 3）。ただし，「4）アンチ・ドーピングの
ルールでは，未成年者は 18歳未満である」と「25）資
格停止期間は，初回の違反でも 4年間になることがあ
る」については，それぞれ両群とも 20％台の低い認知
度であった。未成年者の定義は，2009年版世界アン
チ・ドーピング規定（以下，2009 Code）23)では，「居
住国の適用のある法に定められている成年年齢に達し
ていない者」となっていたが，2015年版世界アンチ・
ドーピング規定（以下，2015 Code）24)からは「18歳に
達していない者」となった。2015 Codeの適用開始か
らまだ数年しか経っていないことや，日本の民法の規
定「年齢 20歳をもって成年とする」と異なっているこ

（3）データの解析及び統計
回答漏れの質問項目を含むアンケート用紙について
は，当該質問項目のみを欠損値とし，他の回答につい
ては解析に用いた。
統計処理は IBM SPSS Statistics Ver.25を用いた。各
設問の回答結果，及び ADKSの群間の比較はMann-
Whitney U検定で，また運動継続年数と T-ADKSの相
関は Spearmanの順位相関係数でそれぞれ判定し，
p < 0.05を有意水準とした。

結　　果

（1）体育群及び薬学群のアンチ・ドーピングの知識に
ついて

アンチ・ドーピングの知識に関する質問に対する体
育群及び薬学群の回答結果を表 3に示した。25問中 11
問で体育群と薬学群で有意差が認められた。11問の内
訳は，「B．禁止表国際基準」（4問中 3問），「D．薬の
調べ方」（2問中 1問），「E．禁止物質を含む薬」（4問
中 3問）「F．医師への相談 ･TUE」（3問中 3問）及び
「G．サプリメントのリスク」（2問中 1問）であった。

（2）体育群及び薬学群のカテゴリーごとの ADKS及び
T-ADKSについて
体育群及び薬学群のカテゴリーごとの ADKS及び

T-ADKSを表 4に示した。「B．禁止表国際基準」， 
「D．薬の調べ方」，及び「F．医師への相談 ･TUE」の
各 ADKS，並びに T-ADKSについては，薬学群の方が
体育群よりも有意に高値であった。しかし，各カテゴ
リー内の質問をすべて「よく知っている」と回答した
場合の合計点（満点）に対する割合は，「B．禁止表国
際基準」，「D．薬の調べ方」，「E．禁止物質を含む薬」，
「F．医師への相談 ･TUEと TUE」，及び「G．サプリ
メントのリスク」では，両群とも 50％を下回っていた。

（3）加入群 /非加入群及び運動群 /非運動群の T-ADKS
について

体育群及び薬学群とも，加入群と非加入群で，
T-ADKSに有意差は認められなかった（表 5（a））。ま
た，運動群と非運動群についても，T-ADKSに有意差
は認められなかった（表 5（b））。

（4）運動継続年数と T-ADKSの関係について
体育群及び薬学群とも，運動群の運動継続年数と

T-ADKSの間に有意な相関は認められなかった（図 1
（a），（b））。

（5）スポーツファーマシストの資格取得希望について
「将来，スポーツファーマシストの資格を取りたい
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表 3　アンチ・ドーピングの知識について
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チ・ドーピングにおける未成年者は 18歳未満」と強調
する必要はなくなると思われる。また，禁止物質によ
る初回の違反の資格停止期間についても，2009 Code 23)

までは 2年間であったが，2015 Code 24)からは原則と
して 4年間に引き上げられ厳罰化したことから，まだ
周知されていない可能性が高い。
「B．禁止表国際基準」，「D．薬の調べ方」，及び「F．
医師への相談 ･ TUE」の 3つのカテゴリーは，薬学
群の方が体育群よりも ADKSは有意に高値であった
（表 4）。これらのカテゴリーは，いずれも禁止物質や
薬が関係することから，薬学群の ADKSが高くなった
と考えられるが，とりわけ「D．薬の調べ方」及び 
「F．医師への相談 ･ TUE」は，体育群にとってもドー
ピング違反を防ぐための極めて重要なカテゴリーであ
る。「D．薬の調べ方」の知識である「12）薬に禁止物
質が含まれているかどうかを調べる Global DROとい
うサイトがある」の認知度は体育群，薬学群とも 15％
と低く，「13）薬に関して分からないことはスポーツ
ファーマシストに相談する」の認知度は薬学群は 54％
と高値であったが，体育群は 16％と低かった（表 3）。

とが認知度の低かった原因と考えられる。ただし，日
本でも民法が改正され 2022年から成年年齢が引き下
げられて 18歳以上となるため 25)，将来的には，「アン

表 4　カテゴリーごとの ADKS及び T-ADKS

表 5　属性ごとの T-ADKS

図 1　運動継続年数と T-ADKSの関係
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Global DRO 26)は，薬の商品名や一般名から禁止物質
が含まれているかどうかを調べるサイトで 2013年か
ら日本でも導入されたが，体育群，薬学群とも，未だ
認知度は低いことが明らかとなった。また，スポーツ
ファーマシストについては，長谷川ら 27)は，大学生の
国体水泳選手のスポーツファーマシストの認知度は
15％，下川ら 28)は，高校生アスリートのスポーツ
ファーマシストの認知度は 14％であったとそれぞれ
報告しており，本研究の体育群の結果とおおむね一致
していた。体育群に対しては，Global DROとともに
スポーツファーマシストについても積極的に周知して
いく必要がある。
「F．医師への相談 ･ TUE」の知識である「18）病 ･
医院を受診するときは，禁止物質を含まない薬を処方
するように医師に伝えなければならない」の体育群の
認知度は 55％であった（表 3）が，運動部所属の体育
大学 1年生に対するアンケート調査 29)で，「病院受診
時に医師に禁止物質を含まない治療法や薬の処方を依
頼する習慣」のある者は 5％を下回っていたという報
告もあることから，知識として知ってはいても，それ
が実際の行動に結びつかない可能性もあることが示唆
された。

（2）体育系及び薬学系大学におけるアンチ・ドーピン
グ教育で強調すべきカテゴリー

薬学群の方が体育群よりも有意に ADKSが高値で
あった 3つのカテゴリーを含む「B．禁止表国際基準」，
「D．薬の調べ方」，「E．禁止物質を含む薬」，「F．医師
への相談 ･ TUE」，及び「G．サプリメントのリスク」
の 5つのカテゴリーは，両群とも ADKSの満点に対す
る割合が 50％を下回っていた（表 4）。これらのカテゴ
リーは，禁止物質，市販薬，処方薬，TUE，サプリメ
ントなど，知らないことがドーピング違反に直結する
知識を含んでおり，体育系及び薬学系大学におけるア
ンチ・ドーピング教育で特に強調していかなければな
らないカテゴリーであると考えられる。
近年，風邪薬やサプリメントによる違反が大きな問
題となっているが，「E．禁止物質を含む薬」の知識で
ある「16）市販の風邪薬には禁止物質を含むものが多
い」の認知度は，体育群 50％，薬学群 52％，また「G．

表 6　スポーツファーマシストの資格取得希望について

サプリメントのリスク」の知識である「21）海外製サ
プリメントには，禁止物質が含まれていることがあ
る」の認知度は，体育群 44％，薬学群 53％であった
（表 3）。福田ら 30)は，国体選手を対象としたアンケー
ト調査で，アンチ・ドーピングの学習経験のある者は
全体の 57％，風邪薬及びサプリメントによるドーピン
グを知っている者はそれぞれ全体の 81％及び 71％
だったと報告している。これは学習経験により認知度
が向上することを示す例と考えられ，本研究の体育群
や薬学群も，教育によって市販薬やサプリメントのリ
スクについての認知度が上がることが期待できる。
サプリメントは，薬と異なり，含有成分や添加物等
について具体的に調査する方法がないことから，以前
は，アスリートに対して JADA認証商品を選ぶよう指
導することが多かった。しかし，平成 31年 3月末で
JADA認証制度がなくなり，代わってドーピング違反
のリスク低減のための指標 31)が制定された。今後は，
生産設備審査に合格した設備で生産されたサプリメン
トを分析機関が分析し，アスリートは公開された結果
を見て自己責任で使用することになる。大学生アス
リートの 6割がサプリメントを使用しているという報
告 12)があるにも関わらず，使用に関する教育の方向性
は未だ定まっていないことから，スポーツ栄養の知識
まで含めてアンチ・ドーピング教育を行っていく必要
があると思われる。

（3）運動部への加入や日常的な運動とアンチ・ドーピ
ング知識レベルの関係

運動部に加入している者，日頃から運動している者，
さらに長期間運動を継続している者は，アンチ・ドー
ピングの知識レベルが高い可能性がある。しかし，本
研究の結果では，体育群，薬学群とも，加入群と非加
入群，及び運動群と非運動群で，それぞれ T-ADKSに
有意差はなかった（表 5（a），（b））。さらに，運動群
については，運動継続年数と T-ADKSの間に，体育群，
薬学群とも有意な相関はなかった（図 1（a），（b））。こ
れらの結果は，運動部に加入していても，日常的に運
動をしていても，さらにその運動を長期間継続してい
ても，アンチ・ドーピングの知識レベルの優位性には
繋がらないことを示している。
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臣決定）」37)にも，「医師や薬剤師等の幅広い層に教育
及び啓発並びに学校における指導及び啓発を推進する
必要がある」と記されている。
このような国内外の状況から，アンチ・ドーピング
教育は，もはやドーピング検査を受ける可能性のある
アスリートだけを対象にしていればよいわけではない
ことは明らかである。現役アスリートも多く，体育教
員やスポーツ指導者（サポートスタッフ）を目指す学
生も多い体育系大学や，アスリートのサポートスタッ
フの職種の一つであるスポーツファーマシストを目指
す学生の多い薬学系大学においては，専門的なアンチ・
ドーピング教育は必須であると考えられる。

（5）体育系及び薬学系大学におけるアンチ・ドーピン
グ教育の方法

WADAは，2015 Code 24)「第 18条 1項 教育の基本
原則及び主要目的」の中で，情報プログラムは競技者
に基本的な情報を提供することに重点を置き，教育プ
ログラムは予防に重点を置き，予防プログラムは価値
に基づき，学校のカリキュラムでの実施を通して特に
若い世代を念頭に置き，競技者及びサポートスタッフ
に対して実施されるべきである，としている。すなわ
ち，WADAは，若い世代である学生アスリートに対す
るアンチ・ドーピング教育は，学校カリキュラムに基
づいて行うことを指示している。
こうしたWADAの教育に対する方針に基づき，日

本でも平成 25年度から施行の高等学校学習指導要領
の保健体育の体育理論 6)に，「アンチ・ドーピング」が
加わり，正規のカリキュラムでアンチ・ドーピング教
育が実施されるようになった。スポーツ精神や価値に
重点を置いた教材 38)や指導案 39)も JADAによって作成
され，一般の高等学校での実践例も報告 40)41)されてお
り，一定の教育効果も上がっている。大学 ･学部にお
いても，カリキュラムに基づいた授業科目としてアン
チ・ドーピング教育が行われるようになってきたが，
多くは，スポーツ医学 42)43)44)，スポーツ社会学 45)46)，ス
ポーツ法学 47)，スポーツ倫理 48)，体育原理 49)などの関
連科目の中の 1テーマとしてアンチ・ドーピングの授
業が 1～ 2回行われている程度であり，「アンチ・ドー
ピング」が独立した授業科目としてカリキュラムに含
まれている大学 ･ 学部は，体育系及び薬学系の一
部 50)51)52)53)に見られるものの，全国的に見ると非常に少
ない。
一方，WADAはさらに，2015 Code 24)の「第 18条

2項 教育のプログラム及び活動内容」の中で，情報 ･
教育プログラムの内容として，少なくとも「禁止表に
記載された物質及び方法」，「アンチ・ドーピング規則
違反」，「措置，健康被害及び社会的な結果を含むドー

Murofushi Y et al. 13)も，大学生アスリートを対象に
アンチ・ドーピング知識テストを行った研究で，ドー
ピング検査の経験はアンチ・ドーピングの知識には影
響を及ぼさず，検査経験だけでは知識は身に付かない
と報告している。Murofushi Y et al.の研究では，対象
者の競技継続年数は明らかではないが，ドーピング検
査を受けるアスリートは長期間その競技を継続してい
る者がほとんどであることから，本研究の結果と矛盾
しない。
本研究の結果，いずれの属性のアスリートであって
もアンチ・ドーピングの知識向上のためには教育が必
要であることが示唆された。

（4）体育系及び薬学系大学におけるアンチ・ドーピン
グ教育の必要性

世界アンチ・ドーピング機構（以下，WADA）は，
2015 Code 24)「第 18条 1項 教育の基本原則及び主要目
的」の中で，「情報・教育プログラムの主要目的は予防
であり，その目標は，競技者による禁止物質又は禁止
方法の意図的な，又は，意図によらない使用を予防す
ることである」としており，アンチ・ドーピング教育
の目的は，ドーピング違反を予防するためと明記して
いる。また，その解説の中で，教育の対象者は，「国内
レベル，国際レベルの競技者に限定されず，（中略）ス
ポーツに参加する若い世代を含む，すべての人を含む
べきである」としている。さらに，2021年に改定され
る予定の 2021年版世界アンチ・ドーピング規定 32)で
は，新たに「教育に関する国際基準」33)が追加され，
教育の対象者として，アスリート及びサポートスタッ
フの他に「University staff and students（大学のス
タッフと学生）」と明記されている。
一方，国内では，2020年オリンピック ･ パラリン
ピック東京大会をクリーンな大会にするべく「アンチ・
ドーピング体制の構築 ･強化に向けたタスクフォー
ス」が組織され，そのタスクフォースが平成 28年に
発表した報告書 34)の中で，「わが国がドーピング防止
活動において喫緊に取り組むべき事項」として，「学
校教育等における幅広い教育・啓発活動」や「スポー
ツファーマシストの活用」をあげている。また，文部
科学省は第 2期スポーツ基本計画 35)の中で，具体的施
策として「国は，JADA等と連携し，アスリートやサ
ポートスタッフ，医師や薬剤師等の幅広い層に対する
教育研修活動及び学校における指導を推進することに
より，ドーピングの防止を図る」としている。さらに，
平成 30年に施行された「スポーツにおけるドーピング
防止活動の推進に関する法律」36)を受けて策定された
「スポーツにおけるドーピング防止活動に関する施策
を総合的に推進するための基本的な方針（文部科学大
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向上させることから，まとまった回数の講義の教育効
果は高いと考えられる。また，本研究の結果，運動部
の加入群 ･非加入群，及び日常的な運動群 ･非運動群
の属性によってT-ADKSに有意差がなかったことによ
り，全て同じレベルでアンチ・ドーピング教育を行う
ことができる可能性が高く，授業科目として実施しや
すい状況であると言える。
「アンチ・ドーピング」の授業の履修時期について
は，体育系大学では，在学中にドーピング検査が行わ
れる大会に出場する可能性のある学生アスリートが多
数いることから，早期に開始すべきであり，1年次が
望ましいと考えられる。依田らも 14)，アンチ・ドーピ
ングに対する体育大学生の意識調査の結果，2年生は
上級生になるまでに良い競技成績を収めたいと考えて
勝つことが重要という意識が強くなり，1年生や 3年
生よりも倫理的問題があるという結果から，やはり 
1年生の早い段階からアンチ・ドーピング教育をすべ
き，としている。
一方，本研究で明らかとなったアンチ・ドーピング
教育で特に強調していかなければならない 5つのカテ
ゴリーは，いずれも禁止物質や薬に関する知識が関係
していることから，将来，スポーツファーマシストと
してアスリートに説明する立場になる薬学系大学の学
生は，体育系大学の学生よりも詳細に学ばなければな
らない。禁止物質や薬について理解するためには薬理
学などの専門科目の知識も必要となるので，薬学系大
学における「アンチ・ドーピング」の授業は入学早期
に加えて，4～ 6年次の上級学年で開講する方がよい
かもしれない。

（6）薬学群のスポーツファーマシスト資格の取得希望
について

現在，スポーツファーマシストは全国に 9,530名
（2019年 4月 1日現在）8)しかおらず，年々増加しては
いるものの，すべてのスポーツファーマシストがアン
チ・ドーピング活動をしているわけではなく，地域的
な偏在もあることから，決して十分な人数ではない。
広く全国にその存在が周知され，アスリートや指導者
が身近な場所で薬に関する相談ができるようになるた
めには，スポーツファーマシストがいる薬局や病院を
さらに増やす必要がある。さらに，近年では，アスリー
トや指導者からの薬の相談だけでなく，アンチ・ドー
ピング講習会の講師や競技会場でのアウトリーチ活
動 54)，薬を使用している都道府県国体選手のメディカ
ルチェック時における介入 55)，指導者に対するアンチ・
ドーピング教育 56)国体開催県における競技担当 57)な
ど，活動の場は広がりつつあることから，アンチ・ドー
ピング活動におけるスポーツファーマシストの役割は

ピングの結果」，「ドーピング ･ コントロール手続」， 
「競技者又はサポートスタッフの権利及び責任」，
「TUE」，「栄養補助食品のリスク管理」，「スポーツの精
神に反するドーピングの害悪」，及び「居場所情報関
連義務」の 9項目について最新かつ正確な情報提供を
行うよう指示している。日本国内でも，「スポーツに
おけるドーピング防止活動に関する施策を総合的に
推進するための基本的な方針（文部科学大臣決定）」37)

の中で，「スポーツにおける倫理的な価値に対するドー
ピングの害」及び「ドーピングの健康に対する影響」
の 2項目については広く国民一般に対して教育 ･啓発
を行うこととし，これに加えて「スポーツの社会的機
能及び価値並びにこれらにおけるスポーツ選手の役
割」，「ドーピング ･コントロールの手続き」，「ドーピ
ングの防止に関するスポーツ選手の権利及び責任」，
及び「世界アンチ・ドーピング規定に基づく禁止表国
際基準及び TUE」の 4項目については，スポーツ選手
及びサポートスタッフに対して教育 ･研修 ･情報提供
を継続的に行うよう求めている。こうしたWADAや
文部科学省が指示している内容を 1～ 2回の講習会や
授業で全て扱うことは時間的に難しいことから，「ア
ンチ・ドーピング教育は学校カリキュラムに基づいて
行う」というWADAの規定は，まとまった回数の講
義を想定していると考えるべきであろう。
本研究で明らかとなったアンチ・ドーピング教育で
強調すべき 5つのカテゴリー，すなわち「B．禁止表
国際基準」，「D．薬の調べ方」，「E．禁止物質を含む
薬」，「F．医師への相談 ･ TUE」，及び「G．サプリメ
ントのリスク」はいずれも情報量が多く，各カテゴリー
1コマ分（90分）以上の講義内容を含んでいること，
各カテゴリーの内容をしっかり理解させるためには，
背景や周辺の学問分野の知識も説明する必要があるこ
と，本研究のカテゴリー以外にも，WADAや文部科学
省が指示している教育すべき知識項目があること，さ
らにアンチ・ドーピングのルールは禁止表国際基準を
中心にほぼ毎年変更となるため自ら情報のアップデー
トができる能力を養う必要があること，などを考慮す
ると，大学におけるアンチ・ドーピング教育は，10～
15回の講義時間を確保できるカリキュラムに基づい
た授業科目として実施していく必要があると考えられ
た。
カリキュラムに基づいたアンチ・ドーピングの授業
は，毎回テーマは異なるが，前回までに学んだ知識も
繰り返し出てくる。Murofushi Y et al. 13)は，アンチ・
ドーピングの教育経験が 2回以上あるアスリートは，
教育経験のないアスリートや教育経験 1回のアスリー
トよりもアンチ・ドーピング知識テストのスコアが高
かったと報告している。繰り返しは記憶への定着性を
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属性のアスリートであってもアンチ・ドーピング
の知識向上のためには教育が必要であることが示
唆された。
本研究で明らかとなったアンチ・ドーピング教育に
おける 5つの強調すべきカテゴリー，すなわち「B．禁
止表国際基準」，「D．薬の調べ方」，「E．禁止物質を含
む薬」，「F．医師への相談 ･TUE」，及び「G．サプリ
メントのリスク」は，いずれもアンチ・ドーピングの
知識として情報量が多いこと，理解を深め記憶に定着
させるためには背景や周辺の学問分野の知識も一緒に
教える必要があること，本研究でのカテゴリー以外に
もWADAや文部科学省が指示している教育すべき項
目があること，そして，ルールの変更に対して自ら情
報のアップデートができる能力を養う教育が必要であ
ることなどから，アンチ・ドーピング教育の方法につ
いては，カリキュラムに基づいた授業科目として行う
ことが適切であり，10～ 15回の講義時間を確保する
必要があると考えられた。
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大きくなってきている。
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られ，薬の相談体制を中心としたアンチ・ドーピング
活動を拡充させていく上で，好ましい状況であると言
える。

結　　論

本研究は，体育系及び薬学系大学生がアンチ・ドー
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反に対する制裁措置」であり，25個の知識について調
査を行い，以下の結果を得た。
（1）全てのカテゴリーの ADKSを合計した T-ADKS

は，薬学群の方が体育群よりも有意に高値であっ
たことから，薬学群の方が総合的なアンチ・ドー
ピングの知識レベルは高かった。

（2）カテゴリー別では，禁止物質や薬が関係する「B．
禁止表国際基準」，「D．薬の調べ方」，及び「F．
医師への相談 ･TUE」の 3つのカテゴリーで，薬
学群の方が体育群よりも ADKSは有意に高値で
あった。

（3）「B．禁止表国際基準」，「D．薬の調べ方」，「E．禁
止物質を含む薬」，「F．医師への相談 ･TUE」，及
び「G．サプリメントのリスク」の 5つのカテゴ
リーでは，体育群，薬学群とも ADKSの満点に対
する割合が 50％を下回っていた。これらはドーピ
ング違反の原因として近年問題になっている市販
薬，処方薬及びサプリメントに関する知識でもあ
り，体育系及び薬学系大学におけるアンチ・ドー
ピング教育で特に強調していかなければならない
カテゴリーであると考えられた。

（4）体育群，薬学群とも，運動部に加入していても，
日常的に運動をしていても，さらにその運動を長
期間継続していても，T-ADKSに有意差は認め
ず，アンチ・ドーピングの知識レベルの優位性に
は繋がっていなかった。このことから，いずれの
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